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受託研究（治験以外）契約書
　独立行政法人国立病院機構 北陸病院（以下｢甲｣という。）と　（社名）　（以下「乙」という。）は、以下の条項により研究の実施に関する契約を締結する。
（本研究の内容及び委託）
第1条 本研究の内容は次のとおりとし、甲は乙の委託により、これを実施する。
　　　研  究  課  題  名：
　　　研究の目的及び内容：
　　　目標とする研究症例数：例
　　　研 究 責 任 医 師 名：（氏名）　（所属）　（職名）
　　　研 究 の 実 施 期 間：契約締結日　～　西暦　年　月　日
（研究に要する経費及びその支払方法）
第２条　研究の委託に関して甲が乙に請求する経費は、当該研究に要する経費のうち、診療に係らない事務的な経費等であって研究の適正な実施に必要な経費（以下「研究費」という。）とし、その額は　金　　　　　　　　　円／１報告書あたり（税抜き）　とする。　　
２　乙は、消費税法第２８条第１項及び第２９条の規定に基づき第１項の金額に消費税等相当額を加えた額を支払うものとする。なお、税法の改正により消費税等の税率が変動した場合には、改正以降における消費税等相当額は変動後の税率により計算する。
　　３　乙は、第１項に定める研究費を請求書により、請求書に指定する期限までに納入するものとする。
　　４　甲は、納入された研究費を乙に返還しないものとする。
（研究用試料及び設備備品等の提供）
第３条　乙は、あらかじめ甲に対し、別紙様式（１）及び（２）に掲げる研究用試料及び研究を行うに当たって法令に基づき提供することとされている情報並びに研究に必要な書類、消耗器材、設備備品（以下「研究用試料等」という。）を提供するものとする。　

　　２　前項の研究用試料等の搬入、取付け、取りはずし及び撤去に要する費用は、乙が負担するものとする。

　　３　甲は、乙から提供された研究用試料等を保管・供用し、当該研究の終了後消費した研究用試料及び消耗器材を除き、遅滞なく乙に返還するものとする。　

　　４　甲は、研究費により購入した消耗器材及び設備備品については、当該研究終了後もこれを乙に返還しないものとする。
（研究の中止等）
第４条　甲は、天災その他やむを得ない事由により研究の継続が困難となった場合には、乙と協議を行い、研究を中止又は研究期間を延長することができる。
（研究結果等の通知）
第５条　甲は、受託した研究を終了したときは、遅延なくその研究結果を乙に通知するものとする。
　２　甲は、前条の規定により研究を中止し又は研究期間を延長した場合には、その理由を付して、遅滞なく乙にその旨を通知するものとする。
（研究結果の公表等）
第６条　甲は、研究に関して乙から開示された資料その他の情報及び研究の結果得られた情報については、乙の事前の文書により承諾なしに第三者に開示してはならない。
　　２　前項の場合において、甲が学術的意図に基づき学会、学会誌等に発表する場合は、乙はこれを拒んではならない。ただし、乙の業務上の秘密に属する場合はこの限りではない。
（特許権等）
第７条　研究の業務を担当する甲の職員が、その研究に随伴して生じた特許権、実用新案権及び意匠権（以下「特許権等」という）を受ける権利については、独立行政法人国立病院機構職務発明等規程を準拠するものとする。
（賠償責任）
第８条　研究の実施に起因して、第三者に対する損害が発生し、かつ賠償責任が生じたときは、甲の故意又は重大な過失による場合を除き、その一切の責任は乙が負担するものとする。
第９条　甲は、第４条の規定による研究の中止又は延長により生じる一切の損害につき、その責任を負わないものとする。

第１０条　甲は、第３条の規定により乙から提供を受けた設備備品等が滅失し又はき損したことにより乙が損害を受けた場合においても、その滅失又はき損が甲の故意又は重大な過失による場合を除き、賠償の責任を負わないものとする。
（債権の保全）
第１１条　この契約により乙が甲に金銭債務を負うこととなる場合には、関係法令の規定によるほか、次の各号に従うものとする。
　　一　乙は、甲が定める履行期限までに債務を履行しないときは、延納金として、当該債務金額に対して、履行期限の翌日から納付の日までの日数に応じ、年５パーセントにより計算した金額を甲に支払わなければならない。
　　二　甲は、債権の保全上必要があると認めるときは、乙の業務又は資産の状況に関し、乙に対して質問し、帳簿書類その他の物件を調査し、又は参考となるべき報告若しくは資料の提出を求めることができる。
　　三　乙が前号に掲げる事項に従わないときは、甲は当該債権の全部又は一部について履行期限を繰り上げることができる。
（契約の解除）
第１２条　甲又は乙は、一方の当事者がこの契約に違反した場合には、この契約を解除することができる。
（患者のプライバシーの保護）
第１３条　甲及び乙は、研究の対象患者のプライバシーの保護に最大限の配慮を払わなければならない。
（資料の開示）
第１４条　甲は、乙から研究の実施に係る資料の開示を求められた場合は、患者のプライバシーを保護する上でやむを得ない事情がある場合など特別な事情がない限りこれに応じなければならない。
（安全情報等の通知）
第１５条　乙は、研究に係る医薬品について、患者の安全に関わる情報等を得た場合は、これを速やかに甲に通知しなければならない。
（ＧＰＳＰの遵守）
第１６条　甲及び乙は、受託研究実施にあたり、「医薬品の製造販売後調査及び試験の実施の基準に関する省令（ＧＰＳＰ）（厚生労働省令第１７１号、平成１６年１２月２０日）」及び「医療機器の製造販売後調査及び試験の実施の基準に関する省令（厚生労働省令第３８号、平成１７年３月２３日）」に該当するものはこれを遵守するものとする。
（その他）　　　　　
第１７条　本契約に定めない事項については、必要に応じて甲乙協議して定めるものとする。
　本契約締結の証として本書を２通作成し、甲乙記名捺印の上、それぞれ１通を保有する。
西暦　年　月　日
甲　　富山県南砺市信末5963

　　　　　　　　　　　　独立行政法人国立病院機構北陸病院
院長　　  吉田　　光宏　　　㊞
　　　　　　　　　乙　　（住所）
　　　　　　　　　　　　（名称）
　　　　　　　　　　　　　（代表者）　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞　
（別紙）

（１）研究用試料及びその情報並びに消耗器材（契約書第３条第１項関係）

	名　　　　　　　　　称
	単　　位
	数　　　量
	備　　　　　　　考

	
	
	
	


（２）整備備品（契約書第３条第１項関係）
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